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■ 実施市町村  ６市町村 ： 岡崎市、豊田市、新城市、設楽町、東栄町、豊根村 

 

■ 実施面積  ２，０６０ヘクタール （前年度比 ３ヘクタール増） 

 

■ 締結協定数  ３１５協定 （前年度比 増減なし） 

 

■ 交付金額  ２億３，６９０万円 （前年度比 ４３万円増） 

２０１９年度中山間地域等直接支払制度の実施状況及び 

２０１５年度からの第 4 期対策の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 中山間地域等直接支払制度とは、中山間地域など農業生産条件が不利な地域にお

いて、５年以上農業を続けることを約束した農業者の方々に対して、交付金を交付

する制度です。 
 
■ 本事業の対象となるのは、地域振興立法４法（特定農山村法、山村振興法、過疎

法、離島振興法）の対象地域及び４法地域に隣接し、農業地域類型区分が、旧市町

村単位で中間農業地域に指定されている地域にある傾斜農用地等です。 
 
■ 活動の内容と地目や傾斜区分に応じて、次の単価が交付されます。 
 
 
 
 

 
地目 区分 基礎単価 体制整備単価 

水田 急傾斜 １６，８００円 ２１，０００円 
緩傾斜 ６，４００円 ８，０００円 

畑 急傾斜 ９，２００円 １１，５００円 
緩傾斜 ２，８００円 ３，５００円 

草地 急傾斜 ８，４００円 １０，５００円 
緩傾斜 ２，４００円 ３，０００円 

採草 
放牧地 

急傾斜 ８００円 １，０００円 
緩傾斜 ２４０円 ３００円 

               （交付単価は１０ａあたり） 

中山間地域等直接支払制度 

（第 4 期対策・２０１５年度～２０１９年度） 

 耕作放棄の発生防止活動 
 水路・農道等の管理活動 
 多面的機能を増進する活動 

 農用地等保全活動の実践 
 選択的必須要件 

Ａ、Ｂ、Ｃ要件のいずれか１つ 
 

Ａ要件 
・  
・  
・農業生産条件の強化 
・担い手への農地集積 
・担い手への農作業委託 
Ｂ要件：新規参加者 1 
名以上の参加＋ 
・新規就農者の確保 
・地場農産物等の加工 
販売 

・消費・出資の呼び込み
Ｃ要件 
・集団的かつ持続可能な
体制整備活動 


